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第 25 期第５回板橋区農業委員会定例総会 
 

開催日時    令和５年１１月２４日（金）午後２時００分 

 

場   所     下赤塚地域センター第２・第３洋室（赤塚庁舎３階） 

 

出席委員    １２名 下記のとおり 

 

 

記 

 

議席 

番号 
氏   名  

議席 

番号 
氏   名 

議席 

番号 
氏   名 

1 安井 一郎 ５ 稲本 政美 ９ 木村 博之 

２ 會田 幸夫 ６ 山口 賢治 10 宮本 拓 

３ 松澤 智昭 ７ 久保 秀一 11 田中 はつ江 

４ 染宮 利章 ８ 中妻 じょうた  12 大野 治彦 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



議  事 

 

 

１ 協議事項 

 (1) 板橋区農業委員会事務概要（案）について           （資料１） 

             

２  報告事項        

(1) 農地転用届出の専決処分報告について                  (資料２) 

合計２件 （内訳：４条関係０件、５条関係２件）    

（2）地目変更登記に係る照会に対する調査結果について        (資料３) 

（3）生産緑地買受者の紹介について                 (資料４) 

 

３ その他 

(1) 第４６回板橋農業まつり実施結果報告について              (資料５) 

 

４ 次回日程 

   日 時  令和５年１２月２５日（月）午後３時３０分 開会 

   場 所  下赤塚地域センター第２、第３洋室（赤塚庁舎３階） 

  

 

議  長  山口 賢治  会長 

  署名委員  中妻 じょうた委員 

  木村 博之  委員 

  出席係員  藤原 仙昌  事務局長 

岸  幸夫  農政担当係長 

梅宮 崇   書記 
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只今より、第２５期第５回農業委員会定例総会を開会させていただき

ます。 

会長、進行をお願いいたします。 

 

皆さま、こんにちは。 

早速ではありますが、定例総会を始めさせていただきます。 

本日の署名委員は、中妻委員、木村委員を指名させていただきます。 

それでは、協議事項（１）板橋区農業委員会事務概要（案）について、

事務局、説明をお願いします。 

 

こちらは、書記からご説明させていただきます。 

 

それでは、別冊資料、板橋区農業委員会事務概要（案）資料１をご覧

ください。 

まず、事務概要発行の目的ですが、農業委員の任期満了に伴い新たに

農業委員に就任された皆様のご紹介と、歴代の委員の皆様のご紹介、農

業委員会の役割や事務概要等を３年に１回発行し、周知していくという

ものでございます。 

それでは、具体的にご説明させていただきますが、表紙、目次ときま

して、はじめに第２５期会長のあいさつをお写真入りで掲載させていた

だきます。 

続いて１ページ目からの内容でございますが、１ページの第一章は板

橋区のあらまし、２ページ第二章は板橋区農業委員会ということで、今

回新しく農業委員になられた第２５期の皆さまをお写真付きでご紹介

させていただき、歴代委員の就任一覧や委員会の性格・機能などについ

て説明しております。 

１６ページ、第三章の事務概要ですが、過去１０年の農地転用の件数

や顕彰・表彰関連について、受賞者数などの説明をしております。 

１９ページ、第四章では、令和元年度に制定した認定農業者制度の説

明をし、２０ページに、令和２年に板橋区で初めて認定農業者になられ

た４経営体の方をお写真付きで紹介しております。 

２１ページの第五章では、前回と同様に昨年度に実施した農業経営実

態調査の調査結果を掲載しておりまして、２４ページ、第六章では、農

地法の成立から、目的、農地の権利移動、農地の転用など、農地法の概

要について説明しております。 

３１ページの第七章では平成３０年の９月に施行された都市農地貸

借円滑化法の概要について、同法の目的や定義などについて記載してお

ります。 

３２ページの第八章では、令和元年７月に策定した区内における農地

（生産緑地・相続税納税猶予対象農地）管理基準を掲載し、次のページ
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３３ページに参考として、用語の説明を掲載しております。 

３年間の振り返りとして一番もとになるデータといたしましては、２

１ページから２３ページの農業経営実態調査結果になろうかと思いま

す。 

農業経営実態調査とは、板橋農業の実態を把握し、農業振興の施策の

参考にするとともに、農業行政に関して行う各種調査に必要な基礎資料

を整備することを目的として年１回、毎年８月１日を基準日として調査

を実施しているものでございます。 

では、２１ページをお開きいただきまして、２番のご説明をしたいと

思います。農家戸数１３８戸となっておりますが、農業委員会事務局で

保有している、農地台帳システムというシステムがありまして、そこに

農家を含めた現況が畑として所有している方のデータを管理しており

ます。 

毎年、６月に東京都主税局資産税課固定資産税班から農地課税となっ

ている方のリストを受領し、農地台帳システムと突合したうえで、把握

している件数となっております。 

対象者１３８名の方々に調査票を送付して、回答していただいたデー

タがこちらのデータになります。 

生産農家及び販売農家とは、調査票の項目の中で、生産をしているか、

生産している中で、販売をしているかの項目に回答いただいた方の戸数

でございます。 

前回発行時の３年前と比較しますと、農家戸数６件減、生産農家数２

０件減、販売農家数６件減と、農家数が減少傾向にあることは言うまで

もありませんが、全国的にも言えることだとは思いますが、農業従事者

の高齢化と担い手の確保に苦慮されている状況だと読みとれます。 

現在、区で実施している、じゃがいも収穫体験や農業まつりで実施し

ている大根・にんじん収穫体験、或いは学校給食の授業で農家さんと対

話ができる等、幼少期に農にふれて、興味を持っていただく環境づくり

は継続していく必要があるのと同時に、染宮委員にご尽力いただいてい

る農業スキル育成講習や農のサポーター制度等、担い手の確保につなが

る事業として、粛々と進めていければと考えております。 

最後になりますが、こちらの事務概要は、来年１月末までに、２５０

部ほど発行しまして、区議会、各所管課並びに各地域センター、図書館、

他区の農業委員会や関係団体等に配付予定でございます。 

 

何か、ご意見、ご質問等ございますか。 

 

写真は前撮ったものですか。 

 

任命式の時に撮らせていただいた写真を使用させていただきます。 
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他に何か、ご意見、ご質問等ございますか。 

特にないようですので、事務概要の発行をよろしくお願いします。続

きまして、報告事項（1) 農地転用届出の専決処分報告について事務局、

説明をお願いします。 

 

それでは１ページ、資料２をご覧ください。農地法第５条第１項第６

号の規定による届出で、令和５年１０月１１日から令和５年１１月１０

日までに届出があったもの、２件でございます。 

専決番号１、土地の所在が高島平五丁目１６番１で、登記簿上の地目

は畑、現況は不耕作地です。面積は７１５平方メートル、転用の目的は

分譲住宅です。譲渡人、譲受人の住所、氏名、職業は記載のとおりです。

概ねの位置は、このページの下の案内図で専決番号１の矢印が指してい

るところ、西高島平駅の南側です。現地の詳細については、書記から画

面でご説明いたします。 

 

現況は不耕作地となっており、令和５年１２月着工、令和６年５月完

了予定、隣地と共に使用して木造２階建て８棟の分譲住宅建築予定とな

っております。 

 

専決番号２、土地の所在が小茂根四丁目９８番４で、登記簿上の地目

は畑、現況は不耕作地です。面積は８２１平方メートル、転用の目的は

共同住宅です。譲渡人、譲受人の住所、氏名、職業は記載のとおりです。

概ねの位置は、２ページの案内図で専決番号２の矢印が指しているとこ

ろ、都立大山高校の南側です。現地の詳細については、書記から画面で

ご説明いたします。 

 

現況は不耕作地となっており、令和６年６月着工、令和７年９月完了

予定、鉄筋コンクリート造６階建て１棟の共同住宅建築予定となってお

ります。 

 

何か、ご意見、ご質問等ございますか。 

特にないようですので、次に進みます。報告事項（2) 地目変更登記

に係る照会に対する調査結果について、事務局説明をお願いいたしま

す。 

  

 それでは、３ページ資料３をご覧ください。令和５年１０月１１日か

ら令和５年１１月１０日までに東京法務局板橋出張所より照会のあっ

たものが１件ございます。 

 番号１、土地の所在が大谷口上町１２番６で、登記簿上の地目は畑、
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面積は９．９１平方メートルです。土地所有者の住所、氏名は記載のと

おりです。本件については、１０月１６日に現地調査を行うなどして、

現況が非農地であることや過去に転用届が出ていないことを確認し、そ

の旨を１０月２３日に東京法務局板橋出張所に回答しております。概ね

の位置は、このページの下の案内図で番号１の矢印が指しているとこ

ろ、日大板橋病院の北東側です。現地の詳細については、書記から画面

でご説明いたします。 

 

 現況は敷地内カーポートとなっておりました。非農地である旨を法務

局に回答しております。 

 

何か、ご意見、ご質問等ございますか。 

 

現地を確認する際は、所有者の方にお声がけしていますか。 

 

基本的には、敷地外から現地確認をしているため、お声がけはしてお

りません。 

 

他に何か、ご意見、ご質問等ございますか。 

特にないようですので、次に進みます。報告事項(3)生産緑地買受者

の紹介について、事務局説明をお願いいたします。 

 

こちらは、書記からご説明いたします。 

 

 ４ページ、資料４をご覧ください。生産緑地買受者の紹介についてで

ございます。 

こちらは、生産緑地所有者が生産緑地の指定を解除する際に、生産緑

地の買取申出を提出したことにより、所管課の政策企画課から今回の生

産緑地に対する買受者の紹介依頼がきたものでございます。 

順を追って説明させていただきますが、まず、生産緑地に指定すると

行為制限が設定されます。原則、農業用施設以外への転用行為ができな

くなります。この生産緑地の行為制限を解除するには、生産緑地の買取

申出を提出する必要があります。ただし、買取申出を提出できる条件に

は、非常に高いハードルがありまして、まずひとつが、生産緑地に指定

されてから３０年を経過したとき、或いは主たる従事者の死亡および一

定の故障が認められた場合になります。 

今回の案件は、指定から３０年を経過したため、買取申出が提出され

たということになります。買取申出が提出されると、所管課の政策企画

課が受理し、まず、東京都及び板橋区が買取に関して確認をしたのち、

買い取らない場合は、農業委員会及びＪＡに今回のように、買受者の紹
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介依頼が来ることになります。設定期限までに買取を希望する農業者の

方がいないようでしたら、その旨を板橋区長あてに報告し、所管課の政

策企画課は、その回答を持って、買取申出提出日から３ヶ月以内に、買

取希望がない旨の通知を所有者へ送付するという流れになっておりま

す。生産緑地の行為制限は、買取申出提出から３ヶ月後に解除されるこ

とになります。 

それでは、資料にお戻りいただきまして、先に５ページを御覧くださ

い。農業委員会会長あての生産緑地買受者の紹介についての依頼文にな

りまして、所在地が板橋区四葉二丁目２０番９、届出者は記載のとおり

で、裏面６ページがその地図となっております。 

４ページにお戻りいただきたいと思います。こちらは農業委員会会長

から、農業委員宛ての買受者の紹介についての通知になりまして、報告

期限は１２月２５日となっております。期限までに買取を希望する農業

者の方がいないようでしたら、その旨を板橋区長あてに報告したいと思

いますのでよろしくお願いいたします。 

 

何か、ご意見、ご質問等ございますか。 

 

 買受けということですから、今回、生産緑地が３０年を迎え、解除と

なり、どなたか第三者の方が土地を買うということになると思います

が、土地の評価はどうなるのですか。 

 

 価格に関しては、最終的には、買受ける方と今回の所有者双方の合意

に基づいて決定するものですが、例えば、区がこの土地を買うというこ

とになった場合、担当主管課の政策企画課が不動産鑑定士に依頼し、そ

の土地の評価額を決定します。そこで、決定した価格を正当な価格とし

て判断し、所有者の方と交渉するという流れになります。また、民間へ

の売却となると、時勢価格等の別の要素も踏まえつつ交渉にあたるとい

うことになります。 

 

 生産緑地ということで、違う評価があるのかと思っていました。その

第三者が購入した場合は引き続き生産緑地を継続する必要があるので

すか。 

 

 まず、今回のケースは生産緑地指定から３０年が経過した状況で、所

有者が今後生産緑地を継続するのか、或いは売却するのか等、自由に決

めることができるような状況にあります。 

 また、その前段として、生産緑地が３０年経過する前に、生産緑地を

継続する場合は、特定生産緑地に移行し、１０年間継続して、税制措置

を受けることができること等をご説明し、特定生産緑地への移行をあっ
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せんいたしましたが、今回は、所有者の方が、特定生産緑地には移行せ

ず、生産緑地を解除することを希望されたため、買取申出が出されたと

いう状況でございます。 

 基本的には、そのまま農地として活用したいということであれば、特

定生産緑地に移行することで、税制面においても有利になるため、生産

緑地所有者の９割の方が特定生産緑地へ移行していただいている状況

です。 

しかし、この先、農地として活用する意向がなく、売却等を検討して

いる方が、生産緑地の解除を希望するというケースが考えられ、今回も

それにあたります。 

 

 通知を見る限り、農業委員の関係者の方でどなたかこの土地を購入

し、引き続き農業をやってくれませんか。という風に受け取ることもで

きますが、そういった意味合いのものではないのですか。 

 

 生産緑地の手続きの中で、まずは、農業者の方で買い取って、農地と

して営農いただける方がいれば、その方に交渉をすすめていただくとい

う流れになっております。 

 

 どなたもいらっしゃらなかった場合、所有者の方が、農地を転用し、

マンションを建てたりするという流れになるということですか。 

 

 この先の活用に関しては、宅地化にする例や、場合によっては、区民

農園として、貸していただいたりという例があります。 

 

 東京都も、板橋区も土地は買いませんが、区民農園として、借りると

いう可能性も残っているということでよろしいですか。 

 

 可能性としてはありますが、基本的には、所有者のご意向が優先され

ます。 

 

 過去に生産緑地の買受者で、東京都や板橋区以外で、個人で購入され

た方はいますか。 

 

 過去に購入された例は聞いておりませんが、公共施設になる例はあり

まして、都立の赤塚公園などは、かなり広範囲の公園になりますが、周

辺の土地の一部を買い増ししているというようなケースがあったり、赤

塚植物園の隣の農業園は、もともとは生産緑地でしたし、常盤台三丁目

の生産緑地に関しましても、一部分にはなりますが、高齢者施設になっ

ております。 



 

委 員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事 務 局 長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委 員 

 

 

 

 

 

 

 

委 員 

 

委 員 

 

事 務 局 長 

 

 

委 員 

 

 生産緑地を解除する条件として、３０年というのが今回の例でもあ

りましたが、その他に所有者が亡くなった場合という条件もあったと思

います。 

相続が発生した時点で、生産緑地を解除するといったケースもあると

思いますが、例えば３０年経過前に生産緑地所有者が亡くなり、納税猶

予を受けていた生産緑地を相続人が相続したうえで、残りの期間を満了

した場合も、今回と同様な状況になるのでしょうか。 

現在は、３０年経過した生産緑地を継続する特例措置として、特定生

産緑地へ移行することで、１０年延長できるようになっておりますが、

１０年を経過する前に、主たる従事者が亡くなり、相続が発生した際も、

残りの期間を満了すると、今回のように、生産緑地を継続するのか、解

除するのかという選択肢が生まれるということですか。 

 

 その通りです。生産緑地として農業を継続していく方がいない場合、

或いは重大な故障を抱えてしまい、継続できない場合も解除せざるを得

ない状況になります。特定生産緑地においても基本的に条件は同じで、

１０年となりますが、１０年で終わりではなく、さらに継続する場合は、

１０年毎に継続できる立てつけになっています。 

 一方で、納税猶予に関しては、基本的に相続人は納税猶予を継続して

受ける場合でも、営農しているというのが前提となるため、生産緑地制

度がどのように続くかによらず、基本的には途中でやめてしまうと、税

金を払う必要がでてきます。 

 

 生産緑地の追加指定という制度もあると思いますが、３０年経過する

前に追加指定された場合、新しく生産緑地に登録した場合は、そこから

３０年となると思いますが、納税猶予をした場合、その次の世代まで営

農しなければならないのか、或いは、期間満了で生産緑地制度から解放

されるのかが大きな問題になると思いますので、農業に従事される方

や、相続される方に、詳しく丁寧に説明していただく必要があるかと思

います。 

 

 写真は、何の作物ですか。 

 

 こちらはさつまいもです。 

 

 １０月の農地利用状況調査で、お邪魔したときに、撮った写真になり

ます。 

 

 ３０年は経過していますか。 
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 つい先日３０年を経過し、そのタイミングで生産緑地の買取申出があ

り、行政では、買取の希望がなく、農業委員会へあっせんがあったとい

う状況になります。 

 

 先程、委員のおっしゃった生産緑地制度と納税猶予制度はすごく関連

はしていますが、まったくの別物になります。納税猶予の方が最後まで

しばりがきついです。生産緑地に関しては、自分で営農していることが

条件でしたが、制度改正があり、数年前から貸借が可能になりました。 

 しかし、貸借する場合でも、主たる従事者の従事日数の１割を従事す

る必要があります。 

 

 納税猶予の管轄は、国ですか、東京都ですか。 

 

 国税になります。生産緑地は３０年経過しても、自動的に解除される

ことは無く、続いていきますが、そのままにしておくと、生産緑地で受

けていた固定資産税と都市計画税の優遇が全く受けられなくなってし

まいます。そのため、生産緑地を継続する場合は、特例生産緑地に移行

する必要があるということになります。 

 

東京都全体では生産緑地から特定生産緑地に移行した方は９３％だ

そうです。板橋区においては、９割弱です。 

 

他に何か、ご意見、ご質問等ございますか。 

特にないようですので、次に進みます。その他第４６回板橋農業まつ

り実施結果報告について、事務局説明をお願いいたします。 

 

 こちらは、農政担当係長からご説明いたします。 

 

それでは、７ページ、資料５をご覧いただきたいと思います。 

 １１月１１日（土）１２日（日）の２日間、赤塚体育館通り周辺で、

第４６回板橋農業まつりを実施いたしました。両日とも、時折雨が降っ

てくるなど、大変寒い中でしたが、大きな事故もなく開催することがで

きました。開催にあたりましては、ＪＡ東京あおば、農業委員、区民農

園農芸指導員の会、農業者の皆さまをはじめ、町会、警察、消防など各

団体の皆さまのお力添えにより、実施することができました。ご協力を

いただきました皆さま、誠にありがとうございました。 

実施内容などは記載のとおりですが、委員の皆さま方も会場全部はな

かなか見られないことと思いますので、写真で農業まつりを振り返って

いきたいと思います。なお、写真だけだと分かりにくいと思いますので、



 

 

 

書 記 

 

会 長 

 

 

 

書記が写真に合わせて解説をいたしますので、前方の画面にご注目くだ

さい。 

 

（写真で解説） 

 

何か、ご意見、ご質問等ございますか。 

  無いようですので、これをもちまして第５回定例総会を閉会いたしま

す。 

 

 

 

 

 

（終了時間 午後３時０５分） 

 

次回の日程を下記のとおり決定し散会。 

 

・運営委員会 １２月１８日（月）午後２時 

・定 例 総 会 １２月２５日（月）午後３時３０分 

 

 

 


